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lAp-3　　　青年期の健康への意識と生活価値観
　　　　　　　○樋口　寿* 1浅野真智子* 2大野佳美＊3黒川由美* 4、平井和子“

　　　　　　　　（.1大阪女子学園短大、*2大阪国際女大、*3武庫川女大、*4大阪市大）

　【目的】　若年齢期からの食生活の偏りが指摘され、生活習慣が種々の疾病の遠因となる
ことから飽食時代の健康問題が重要な課題となっている。また、社会環境の変化に伴って生

じた家族や社会に対する意識の変化や生活価値観が、若年層の心身の健全な育成に影響を与

えると考えられる。そこで大学生の健康や生活価値観に対する意識を検討するためにアンケ

ート調査を行った。
　【方法】　大阪府下の大学生、短期大学生、専門学校生の男子182名と女子811名を対象

に、1996年10月から12月に食生活や生活価値観に関するアンケート調査を行った。
　【結果】　家族と食事をしながら話をすることを「楽しみにしている」と答えた割合は男

子（40％）よりも女子（53％）で多かった。現在の食習慣に対して「健康に良い」と答えた

割合は男女各々36％、40％と少なく、「健康に良くない」は男子（57％）の方が女子(46
％）よりも多かった。働くことについて、「収入のため」は男子（38％）と比べて女子（50

％）で多く、次に男子では「働きたくない」（19%）、女子ではf働ける幸福」(18％）が多

く、労働に対する意識に性差がみられた。日本的な習慣に対して「人々の絆や支えになって
いるjは男女各々4A％と55％で、男女ともに伝統的な習慣に対して批判的傾向がみられた。

大事なこととして、「助けあって生活する」が男女各々71％と90％で最も多く、「家族への

責任」や「地域への貢献」は8％以下と少なかった。現在の生活に対して男女ともに「現実
を受け入れる」（男女各々39％と34％）が最も多く、「快適である」は男子26％、女子32

％と少なく、現在の生活に対して満足度が低いことが示唆された。

lAp-4　　　少子・高齢社会において女性が地域で果たしている役割と課題

　　　　　　一横浜市の「保育ボランティア」を事例として一

　　　　　　鈴木敏子（横浜国立大）

　目的　わが国では、1989年の合計特殊出生率が「1.57ショック」と称されて以降も、そ
の下降は続き、文字通りの少子高齢社会になってきた。一方、バブルがはじけてから先、
景気の低迷が続き、雇用環境の厳しさも回復しない。こうしたなかで、女性には、家庭や

地域において、福祉的役割を担うことが期待されているといえよう。そこで横浜市の「保
育ボランティア」をとりあげ、制度的な特徴およびそれに携わる女性達の生活実態を明ら
かにして、子育て支援施策や、地域における女性の役割に関する課題を明らかにする。

　方法　横浜市の18全区の区役所の地域振興課生涯学習係に、「一時託児事業に関する調
査」を、1998年12月に、郵送で実施した。回答は12区からあった。さらに、そのうちの４
区で、1999年１月、保育ボランティアの定例会などの場で「保育ボランティアに関する調

査」を依頼した。主な調査内容は、家族の状況、現在およびこれまでの就業状況、保育ボ
ランティアを始めた経緯や現在の活動状況と意識、などである。配布した165人のうち、
134人（81.2％）から得た回答を分析する。
　結果　1979年に横浜市婦人会館で始まった「保育ボランティア」は、1992年度に横浜市

の「一時託児事業」に組み込まれ、謝金が支払われるようになった。調査の時点で、登録
している保育ボランティアは1000名近いと推計され、男性は１名だけである。　F保育ボラ
ンティア」は。現在の子育て環境において、子育て中の母親を支援し、ボランティアとし

て活動している女性には自己実現の機会として機能していることが認められた。それは、
家庭や地域において性別役割を再構築していく側面をあわせもっているともいえる。
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